
�愛媛県告示第１８００号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規

定により、吉田町長から公有水面の埋立てにより新たに生じ

た次の土地は、吉田町の地域であることを確認した旨の届出

があった。

平成１４年１１月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１８０１号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定

により、吉田町長から次のとおり字の区域を変更する旨の届

出があった。

平成１４年１１月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１８０２号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規

定により、吉田町長から公有水面の埋立てにより新たに生じ

た次の土地は、吉田町の地域であることを確認した旨の届出

があった。

平成１４年１１月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１８０３号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定

により、吉田町長から次のとおり字の区域を変更する旨の届

出があった。

平成１４年１１月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１８０４号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規

定により、吉田町長から公有水面の埋立てにより新たに生じ

た次の土地は、吉田町の地域であることを確認した旨の届出

があった。

平成１４年１１月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行
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告 示

平成１４年１１月１５日金曜日 第１４０８号

新たに生じた土地の所在 面 積
（平方メートル）

吉田町大字立間尻字ハリカ谷甲５、甲２４、甲２５の
３及び甲３２の２、字ハリガタニ甲７の４、字針ヶ
谷甲３１並びに字大君ヶ浦甲９７の２の地先

３，１８８．２３

字の名称
左記の区域に編入する新たに生じた土地

区 域 面 積
（平方メートル）

大字
立間
尻

字
ハリ
カ谷

吉田町大字立間尻字ハリカ谷甲５、甲２４
、甲２５の３及び甲３２の２、字ハリガタニ
甲７の４、字針ヶ谷甲３１並びに字大君ヶ
浦甲９７の２の地先公有水面埋立地

３，１８８．２３

新 た に 生 じ た 土 地 の 所 在 面 積
（平方メートル）

吉田町大字立間尻字ハリカ谷甲２の３、甲５及び
甲６の１並びに字ハリガタニ甲６の２の地先 ３６７．９０

字の名称
左記の区域に編入する新たに生じた土地

区 域 面 積
（平方メートル）

大字
立間
尻

字
ハリ
カ谷

吉田町大字立間尻字ハリカ谷甲２の３、
甲５及び甲６の１並びに字ハリガタニ甲
６の２の地先公有水面埋立地

３６７．９０
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�������
�愛媛県告示第１８０５号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定

により、吉田町長から次のとおり字の区域を変更する旨の届

出があった。

平成１４年１１月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１８０６号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規

定により、吉田町長から公有水面の埋立てにより新たに生じ

た次の土地は、吉田町の地域であることを確認した旨の届出

があった。

平成１４年１１月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１８０７号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定

により、吉田町長から次のとおり字の区域を変更する旨の届

出があった。

平成１４年１１月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１８０８号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規

定により、吉田町長から公有水面の埋立てにより新たに生じ

た次の土地は、吉田町の地域であることを確認した旨の届出

があった。

平成１４年１１月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１８０９号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定

により、吉田町長から次のとおり字の区域を変更する旨の届

出があった。

平成１４年１１月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１８１０号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第２項の規定による届出があったので、同条第

３項において準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部商工流通課及び松山地方局

産業経済部商工労政課並びに松山市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成１４年１１月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

新たに生じた土地の所在 面 積
（平方メートル）

吉田町大字立間尻字リュウオウサキ甲１の２から
甲１の４まで並びに字ハリカ谷甲２の３、甲２の
４及び甲２の７の地先

８７９．３２

字の名称
左記の区域に編入する新たに生じた土地

区 域 面 積
（平方メートル）

大字
立間
尻

字
ハリ
カ谷

吉田町大字立間尻字リュウオウサキ甲１
の２から甲１の４まで並びに字ハリカ谷
甲２の３、甲２の４及び甲２の７の地先
公有水面埋立地

８７９．３２

新たに生じた土地の所在 面 積
（平方メートル）

吉田町大字知永字龍王４番耕地６６２の２並びに字
知永４番耕地６６３、４番耕地６６４、４番耕地６６５の
１から４番耕地６６５の３まで、４番耕地６６６、４番
耕地６６７、４番耕地６６８の１から４番耕地６６８の３
まで、４番耕地６７０の２、４番耕地６７０の３、４番
耕地６７５の２、４番耕地６７９の１、４番耕地６７９の
２、４番耕地６８０、４番耕地６８２の２、４番耕地１２
７６及び４番耕地１２７６の２の地先

１，６１０．００

字の名称
左記の区域に編入する新たに生じた土地

区 域 面 積
（平方メートル）

大字
知永

字
知永

吉田町大字知永字龍王４番耕地６６２の２
並びに字知永４番耕地６６３、４番耕地６６４
、４番耕地６６５の１から４番耕地６６５の３
まで、４番耕地６６６、４番耕地６６７、４番
耕地６６８の１から４番耕地６６８の３まで、
４番耕地６７０の２、４番耕地６７０の３、４
番耕地６７５の２、４番耕地６７９の１、４番
耕地６７９の２、４番耕地６８０、４番耕地６８
２の２、４番耕地１２７６及び４番耕地１２７６
の２の地先公有水面埋立地

１，６１０．００

新 た に 生 じ た 土 地 の 所 在 面 積
（平方メートル）

吉田町大字奥浦字楠ヶ浦乙２３９の２、乙２４０の１、
乙２４２の１及び乙２４２の２の地先 １，２９１．１４

字の名称
左記の区域に編入する新たに生じた土地

区 域 面 積
（平方メートル）

大字
奥浦

小字
楠ヶ
浦

吉田町大字奥浦字楠ヶ浦乙２３９の２、乙
２４０の１、乙２４２の１及び乙２４２の２の地
先公有水面埋立地

１，２９１．１４

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

伊予鉄ターミナルビル 松山市湊町五丁目１
番地１ 駐車場の収容台数 ２，０２４台 １，９６０台 平成１４年

１０月２８日
平成１４年
１０月２８日

駐車場の自動車の出入口の
数 １９箇所 １８箇所

��������������
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�愛媛県告示第１８１１号
新居浜市旦之上土地改良区から認可申請のあった新たな土

地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・小

河谷地区）の施行は、適当と認められるので、土地改良法（

昭和２４年法律第１９５号）第４８条第９項において準用する同法

第８条第６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供

する。

平成１４年１１月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新規土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんが

い排水）・小河谷地区）計画書の写し

� 新居浜市旦之上土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成１４年１１月１８日から１２月１３日まで

３ 縦覧場所

新居浜市役所

�������
�愛媛県告示第１８１２号
新居浜市萩生土地改良区から認可申請のあった新たな土地

改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・馬渕

新田地区）の施行は、適当と認められるので、土地改良法（

昭和２４年法律第１９５号）第４８条第９項において準用する同法

第８条第６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供

する。

平成１４年１１月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新規土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんが

い排水）・馬渕新田地区）計画書の写し

� 新居浜市萩生土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成１４年１１月１８日から１２月１３日まで

３ 縦覧場所

新居浜市役所

�������
�愛媛県告示第１８１３号
新居浜市吉岡泉土地改良区から認可申請のあった新たな土

地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・蔵

の内東地区）の施行は、適当と認められるので、土地改良法

（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第９項において準用する同

法第８条第６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に

供する。

平成１４年１１月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新規土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんが

い排水）・蔵の内東地区）計画書の写し

� 新居浜市吉岡泉土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成１４年１１月１８日から１２月１３日まで

３ 縦覧場所

新居浜市役所

�������
�愛媛県告示第１８１４号
新居浜市松神子土地改良区から認可申請のあった新たな土

地改良事業（県単独補助土地改良事業（農道）・又野東地区

）の施行は、適当と認められるので、土地改良法（昭和２４年

法律第１９５号）第４８条第９項において準用する同法第８条第

６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１４年１１月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新規土地改良事業（県単独補助土地改良事業（農道）

・又野東地区）計画書の写し

� 新居浜市松神子土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成１４年１１月１８日から１２月１３日まで

３ 縦覧場所

新居浜市役所

�������
�愛媛県告示第１８１５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、松前町から協議のあった町営土地改良事業（県

単独補助土地改良事業（かんがい排水）・筒井地区）の施行

に平成１４年１１月１日同意した。

平成１４年１１月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１８１６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有

する者は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部商工流通課及び松山地方局産業経済部商工

労政課並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部商工流通課

愛 媛 県 報平成１４年１１月１５日 第１４０８号
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規定により、松前町から協議のあった町営土地改良事業（県

単独補助土地改良事業（かんがい排水）・西古泉地区）の施

行に平成１４年１１月１日同意した。

平成１４年１１月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１８１７号
肱川町から協議のあった町営土地改良事業（県単独補助土

地改良事業（かんがい排水）・長瀬地区）の施行は、適当と

認められるので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６

条の２第５項において準用する同法第８条第６項の規定によ

り、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１４年１１月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

町営土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい

排水）・長瀬地区）計画書の写し

２ 縦覧期間

平成１４年１１月１８日から１２月１３日まで

３ 縦覧場所

肱川町役場

�������
�愛媛県告示第１８１８号
肱川町から協議のあった町営土地改良事業（県単独補助土

地改良事業（農道）・道野尾地区）の施行は、適当と認めら

れるので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２

第５項において準用する同法第８条第６項の規定により、次

のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１４年１１月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

町営土地改良事業（県単独補助土地改良事業（農道）・

道野尾地区）計画書の写し

２ 縦覧期間

平成１４年１１月１８日から１２月１３日まで

３ 縦覧場所

肱川町役場

�������
�愛媛県告示第１８１９号
内海村から協議のあった村営土地改良事業（県単独補助土

地改良事業（農道）・柏地区）の施行は、適当と認められる

ので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第５

項において準用する同法第８条第６項の規定により、次のと

おり関係書類を縦覧に供する。

平成１４年１１月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

村営土地改良事業（県単独補助土地改良事業（農道）・

柏地区）計画書の写し

２ 縦覧期間

平成１４年１１月１８日から１２月１３日まで

３ 縦覧場所

内海村役場

�������
�愛媛県告示第１８２０号
次の保安林を解除予定保安林にしたから、森林法（昭和２６

年法律第２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

平成１４年１１月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 解除予定保安林の所在場所

西宇和郡三崎町明神４３１の３から４３１の５まで

２ 保安林として指定された目的

魚つき

３ 解除の理由

道路用地とするため

�������
�愛媛県告示第１８２１号
河川法（昭和３９年法律第１６７号）第１７条第１項の規定によ

り、堤防と道路との兼用工作物の管理の方法について、次の

とおり協議が成立した。

その関係図書は、愛媛県庁及び愛媛県今治地方局に備え置

いて縦覧に供する。

平成１４年１１月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 河川の名称

二級河川蒼社川水系蒼社川

２ 河川管理施設の名称又は種類

蒼社川左岸堤防

３ 河川管理施設の位置

今治市高橋甲４９２－３番地地先から同市高橋甲２０９－２

番地地先まで

４ 管理を行う者の氏名及び住所

道路管理者 今治市

今治市別宮町一丁目４番地１

５ 管理の内容

� 道路専用施設（路面（路盤までの部分を含む。）、路

肩、道路の附属物その他の専ら道路の管理上必要な施設

又は工作物で、別図に茶色で着色したものをいう。以下

同じ。）の新設（道路の附属物に係るものに限る。）、

改築、維持又は修繕

� 路肩に接する法面で、別図に緑色に着色した区域内の

ものについての維持

� 原則として、道路専用施設に係る災害復旧

６ 管理の期間

平成１４年１１月１５日から道路の存続する日まで

�愛媛県告示第１８２２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

��������������
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�������
�愛媛県告示第１８２５号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号

の規定により、次のとおり道路の位置を指定する。

平成１４年１１月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 道路の位置

川之江市金田町金川字黒太夫３０４番７、３０４番１２、３４１

番３、３４２番１及び３４８番３

２ 申請人の住所氏名

川之江市上分町５５０番地１

毛利不動産有限会社

代表取締役 毛利 �夫
３ 図面省略

�������
�愛媛県告示第１８２６号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号

の規定により、次のとおり道路の位置を指定する。

平成１４年１１月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 道路の位置

大洲市田口字谷屋敷乙５６番１、乙５７番１及び市木字平坂

１１２１番５並びに市木字平坂１１２１番５地先里道

２ 申請人の住所氏名

松山市清住二丁目１０８７番地１

株式会社ドゥエル

代表取締役 杉野 康平

３ 図面省略

�愛媛県訓令第１３号
庁 中 一 般

愛媛県処務細則の一部を改正する訓令を次のように定める

。

平成１４年１１月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県処務細則の一部を改正する訓令

愛媛県処務細則（昭和２９年愛媛県訓令第５号）の一部を次

のように改正する。

第８１条の見出し中「私事旅行、」を削り、同条第１項中「

私事旅行又は」を削り、「私事旅行（転地療養）届」を「転

平成１４年１１月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１８２３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年１１月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１８２４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年１１月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３２０号
宇和島市和霊中町三丁目９０９番８地先から

同市柿原甲１５４９番１地先まで

旧 ５．０～１８．０ ２．５７６

新 ０ ０

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 宇和島下波津島線 北宇和郡津島町北灘字作り網代第７号１０９番７
旧 ７．７～３２．３ ０．１１３

新 ７．７～３２．３
５．０～７．５

０．１１３
０．１１３

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 宇和島下波津島線 北宇和郡津島町北灘字作り網代第７号１０９番７ 平成１４年１１月１５日

訓 令
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地療養届」に改め、「転地療養にあつては」を削る。

様式第１７号中「様式第１７号」を
「様式第１７号（第７７号関係

） 出勤簿
に改める。

（出 勤 簿）」

様式第１８号中「（第７８条関係）」を「（第７８条関係） 年

次休暇簿」に改め、同様式中

�������������

�������������

休暇を受ける

事 由

「

を削る。

」

様式第２２号中「私事旅行（転地療養）届」及び
「私事旅行

転地療養

届 を「転地療養届」に改め、同様式２中「旅行先又は」を
」

削る。

様式第２４号中「様式第２４号」を「様式第２４号（第８２条関係

「電 報

） 住所届」に改め、 特 使 を削る。

○○○伝言」

附 則

（施行期日）

１ この訓令は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ この訓令施行の際現に保管されている改正前の愛媛県処

務細則様式第１７号及び様式第１８号の規定による書類は、改

正後の愛媛県処務細則様式第１７号及び様式第１８号の規定に

よる書類とみなす。

３ この訓令施行の際現にある改正前の愛媛県処務細則様式

第１７号及び様式第１８号の規定による書類の用紙は、当分の

間、これを訂正して使用することができる。

�公 告

争議行為の通知の公表について

全国一般労働組合愛媛地方本部執行委員長藤波武男から次

のとおり争議行為を行う旨の通知が平成１４年１１月６日あった

ので公表する。

平成１４年１１月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 事件 平成１４年度年末一時金・その他

２ 日時 平成１４年１１月１７日正午以降本問題が完全解決に至

る間

３ 場所

４ 概要 前記記載の場所においてあらゆる形の争議行為を

単独又は併用して実施する。

�愛媛県教育委員会規則第１８号
愛媛県県立学校管理規則の一部を改正する規則を次のよう

に定める。

平成１４年１１月１５日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

愛媛県県立学校管理規則の一部を改正する規則

愛媛県県立学校管理規則（昭和３１年愛媛県教育委員会規則

第２１号）の一部を次のように改正する。

第２４条を次のように改める。

第２４条 削除

第２６条第１項中「具して、校長の承認を受けなければ」を

「記載した書面を校長に提出しなければ」に改める。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県教育委員会訓令第２号
教育委員会事務局

生涯学習センター

総合科学博物館

歴史文化博物館

美 術 館

愛媛県生涯学習センター処務規程等の一部を改正する訓令

を次のように定める。

平成１４年１１月１５日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

愛媛県生涯学習センター処務規程等の一部を改正する

訓令

公 告

病 院 名 所 在 地

財団法人 創精会 松山市美沢一丁目１０の３８

医療法人 敬愛会久米病院 松山市南久米７２３

医療法人 清和会和ホスピタル
分会 北条市柳原７３９

医療法人 鶯友会牧病院 松山市菅沢町甲１１５１の１

財団法人 真光会 松山市南高井１４９１

医療法人 北辰会まなべ病院 西条市氷見丙４７７

財団法人 新居浜精神衛生研究所
付属新居浜精神病院 新居浜市松原町１３の４７

医療法人 十全会十全第二病院 新居浜市角野新田町１の１の
２８

八幡浜医師会立双岩病院 八幡浜市若山４番耕地１６３

社団法人 八幡浜医師会 八幡浜市広瀬一丁目７の１７

教育委員会規則

教育委員会訓令
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（愛媛県生涯学習センター処務規程の一部改正）

第１条 愛媛県生涯学習センター処務規程（平成１２年４月愛

媛県教育委員会訓令第４号）の一部を次のように改正する

。

第５条第４号中「、私事旅行（所長の県外私事旅行を除

く。）」を削る。

（愛媛県総合科学博物館処務規程の一部改正）

第２条 愛媛県総合科学博物館処務規程（平成１２年４月愛媛

県教育委員会訓令第５号）の一部を次のように改正する。

第５条第４号中「、私事旅行」を削る。

（愛媛県歴史文化博物館処務規程の一部改正）

第３条 愛媛県歴史文化博物館処務規程（平成１２年４月愛媛

県教育委員会訓令第６号）の一部を次のように改正する。

第５条第４号中「、私事旅行」を削る。

（愛媛県美術館処務規程の一部改正）

第４条 愛媛県美術館処務規程（平成１２年４月愛媛県教育委

員会訓令第７号）の一部を次のように改正する。

第５条第４号中「、私事旅行」を削る。

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

愛 媛 県 報平成１４年１１月１５日 第１４０８号
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